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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

260,437 58.0% 98.2% 431,000 97.7%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

表彰者の選定に当たっては，附属機関として「表彰審査委員会」を設置しており，公平かつ適正な審査により決定してい
る。本事務事業は一時的に作業が集中する業務であり，現行の体制で効率的に実施できている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
功績に対する顕彰は，市民や団体活動の意欲の活性化につながり，市政の振興や公共の福祉の増進を図るためにも必要である。引き続き，表彰候補者
の推薦要請，その周知に努め効率的かつ効果的な事務を行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
次年度においては，市制施行60周年記念式典の実施に併せて実施するため，実施方法の変更を考慮しつつ，効率的かつ円滑な事務事業とする必要があ
る。功績に対する顕彰は，市民や団体活動の継続及び発展につながり，市政の振興や公共の福祉などの増進を図るため引き続き必要である。

高い
市民や団体活動の継続及び発展の一助になるとともに，市政の振興や公共の福祉の増進などが図られることから，有効性は
非常に高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

35

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

表彰者・感謝状贈呈者（名） 23 24 1 29

当初予算額 増減額

222,792 449,000 441,000 ▲ 10,000

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市民や団体活動の意欲の活性化のため，市の推薦基準を満たした対象者を表彰する。その結果，市政の振興や公共の福祉の増進が図られている。

事業対象 市民・活動団体
市の公共の福祉の増進に寄与し，また市民の模範と認められる行為があったもの等に表彰状と記念品を，
また，市の公益のために多額の金品を寄附したもの及び，道路・公益施設整備等への事業協力者に対し，
感謝状と記念品を贈呈する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　秘書課

事業番号 0100600 市政功労者等表彰事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

8,333,036 90.2% 96.8% 9,127,000 102.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

市長・副市長のスケジュール管理は，庁内外の多くの調整が必要であり，充実した環境のもと市政運営を行う上で必要があ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
適時適切な市政運営を図るため，市長及び副市長の適正なスケジュールの管理・調整に努めている。また，東京都市長会を通じて，国や都の補助制度
や共通の課題に関して情報収集を行い，これを迅速かつ正確に庁内で情報共有を図るなど市政に資する活用ができている。今後も自治体ＤＸの推進な
ど重要な政策や予算等の様々な要望を国や都に対して継続して行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
持続可能な市政運営を行う環境を整えるため，引き続き適正な市長・副市長のスケジュール管理を行う。
市長会においては，国や都からの有益な情報提供や国や都への政策・予算等の要望などを行っており，よりよい市政運営とするために有効な会議体と
なっており，引き続き必要な予算を計上する。

高い
市長・副市長のスケジュール管理を適正に調整することで，持続可能な市政運営を行うことが可能となり，庁内外との関係
の構築や充実した連携にもつなげることができる。また，市長会を通じて国・都からの有益な情報収集及び国・都への政策
や予算要望を行うことができる。

事業実施方法の
妥当性

高い

22

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

市長会・副市長会開催回数（回） 18 24 12 10

当初予算額 増減額

7,408,412 9,243,000 8,945,000 182,000

―

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市長・副市長の公務が効率的かつ機動的な活動となるようサポートする。また，市政運営に資する制度が活用されるよう国や都の制度を的確に把握する。

事業対象
市長・副市長
市職員

市長・副市長のスケジュールの管理・調整を適正に実施する。また，市長会等を通じて，政策及び予算要
望を行うとともに，共通な課題に対する迅速かつ正確な情報収集を行い，市政に反映させる。

　事務事業評価票 所管課 総務部　秘書課

事業番号 0100700 秘書事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

315,100 84.9% 143.1% 392,000 73.8%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指定管理者制度は市民サービスの向上と経費の縮減等を図ることを目的としたアウトソーシングの一手法であり、「指定管
理者制度の運用指針」に基づく適正な選定及び評価が実施されることから妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
公平・公正な選定及び評価を実施するため、主管課と連携し、スケジュール管理及び内容確認を十分に行っていく。
また、発生する課題等の精査を行い、引き続き指定管理者制度の適正な運用を図っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
主管課と連携し発生する課題等の精査を行い、引き続き指定管理者制度の適正な運用を図っていく。また、公平・公正な選定及び評価に向けスケ
ジュール管理及び内容確認を十分に行い、選定・評価の回数は必要最低限で実施する。

高い
公平で透明な選考による施設の水準に適した選考や、事業報告書等に基づき評価された結果が指定管理者の意欲につながる
ことから有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

候補者決定１・評価17

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

候補者決定数・評価対象数（件） 候補者決定４・評価17 候補者決定７・評価19 評価18 候補者決定７

当初予算額 増減額

287,700 371,000 531,000 ▲ 139,000

33　行政改革
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 指定管理者制度を導入している施設において、適正かつ効率・効果的な運用と市民サービス向上を図る。

事業対象 市職員及び事業者
指定管理者候補者選定委員会及び指定管理者評価委員会を設置し、公平性・透明性及び客観性を持った指
定管理者の選定及び評価を実施する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0101000 指定管理者の選定及び評価事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

578,401 86.8% 221.2% 1,592,000 108.1%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

公平性・透明性・競争性を確保するため、行政の立場において行う必要があり、現行の実施方法は妥当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
契約にあたっては、公正性・透明性・競争性を確保した良質な物品・サービス等の調達を行いつつ、地域経済の活性化及び市内事業者育成につながる
よう適正に実施する。また、引き続き電子入札を活用した効率的な契約事務を行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
契約にあたっては、公正性・透明性・競争性を確保した良質な物品・サービス等の調達を行いつつ、地域経済の活性化及び市内事業者育成につながる
よう適正に実施する。また、引き続き電子入札を活用した効率的な契約事務を行っていく。

高い 電子入札の活用や競争入札の実施により、公平性・透明性・競争性を高めているため、有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

900

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

各種契約件数 708 688 510 300

当初予算額 増減額

306,552 666,000 1,473,000 119,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市の事務事業を実施するにあたり、公正性、透明性、競争性を確保した契約が行われ、良質な調達品やサービスの確保が継続的にされている状態にする。

事業対象 市職員及び事業者
公正性、透明性、競争性を確保した契約が行われ、良質な調達品やサービスの確保が継続的にされている
状態にする。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0101100 契約・検査事務事業 契約事務事業
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

40,910 99.8% 1941.5% 1,581,000 198.6%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

地方自治法第234条の２のおいて地方公共団体の職員による必要な監督又は検査の実施が義務付けられているほか、公共工事
の入札及び契約の適正化の促進に関する法律において基本となるべき事項である適正な施工の確保を確認する必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
検査にあたっては、市の工事等において、契約内容の確実な実施と十分な質を得るため、関連部署と連携を図り、適切な時期に適正な検査を実施す
る。また、引き続き担当職員の知識と技術力の向上に努める。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持

　令和４年度着工の新庁舎建設及び令和５年度以降に着工する新庁舎建設附帯工事に伴う検査数の増加が予想される中、公平公正で厳格な検査・評定
業務を継続すると共に、検査の質と効率を向上させるため、必要な人員配置、検査関係書籍・用具等の充実化、及び効率的・効果的な検査方法の検討
を進める。
　以上のことから、次年度も引き続き適正な検査体制を整えるための費用を計上する。

高い 適切な検査を実施することにより、契約内容への適合性及び工事・修繕等の品質を確保することができる。

事業実施方法の
妥当性

高い

145

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

竣工・既済部分・中間・材料検査合格件数
（件）

121 118 38 80

当初予算額 増減額

9,530 41,000 796,000 785,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市が締結した契約金額130万円以上の工事、製造及び修繕の請負契約について、適正な履行が確保され、その受ける給付の完了を確認するため。

事業対象
市が締結した契約金額130万円以
上の工事、製造及び修繕の請負契
約

工事、製造及び修繕の目的物について、契約書、仕様書及び設計書その他の関係書類に基づき、これらに
適合した施工がなされているかどうかの検査を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0101100 契約・検査事務事業 検査事務事業

63



事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

109,589,066 96.4% 91.4% 878,398,000 845.3%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

必要な修繕・改良を効率的・効果的に行い、軽微な補修・修繕については、営繕担当の対応により、効率的に作業を行って
おり妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
分散した庁舎のため、来庁者の利便性の確保を図るよう最大限努めるとともに、良好な執務環境を確保するよう維持管理に努める。また、庁舎移転時
期を見据えつつ、必要な修繕・改良を効率的・効果的に行い、軽微な補修・修繕については、営繕担当の対応により、効率的に作業を行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
分散した庁舎のため、来庁者の利便性の確保を図るよう最大限努めるとともに、良好な執務環境を確保するよう維持管理に努める。また、庁舎移転時
期を見据えつつ、必要な修繕・改良を効率的・効果的に行い、軽微な補修・修繕については、営繕担当の対応により、効率的に作業を行っていく。新
庁舎移転後は必要配置品を購入するとともに、庁舎総合管理にて管理・運営を委託していく。

高い
分散した庁舎のため、来庁者の利便性の確保を図るよう最大限努めるとともに、良好な執務環境を確保するよう維持管理さ
れ有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

保守点検２件・修繕０件

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

庁舎の適正な維持管理 保守点検11件・修繕28件 保守点検11件・修繕24件 保守点検11件・修繕８件 修繕９件

当初予算額 増減額

91,758,610 113,686,000 103,912,000 774,486,000

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 来庁者の利便性が向上するとともに、職員の適正な事務執行ができる環境を整備する。

事業対象 来庁者・職員 庁舎・設備の保守・点検、修繕、清掃・警備・案内等の管理業務を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0103700 庁舎維持管理事務事業 ―

64



事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

3,020,736 85.7% 116.1% 4,025,000 98.4%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

庁用車の配車、維持管理及び安全運行管理、事故処理対応など総括的管理が行えるため、妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
庁用車の集中管理により、効率的な利用と整備を行う。また、共用車貸出及び返却時のアルコールチェックを徹底するとともに、安全運転講習会を実
施し、安全運行管理の徹底を図っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
庁用車を集中管理することで、効率の良い利用と整備状況を把握して、適正な管理運行を行う。また、R5.12法改正により共用車乗車時・降車時のアル
コールチェックが必須となったため、周知及び安全運転の徹底を行い、安全運行管理の徹底を図っていく。

高い 車両集中管理により、効率的な利用と各車両の整備状況を把握して適正な管理運行が図れており有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

０件

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

事故件数（件） ９件 ５件 ５件 ３件

当初予算額 増減額

4,010,897 3,523,000 4,089,000 ▲ 64,000

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 車両集中管理により、効率的な利用と各車両の整備状況を把握して適正な管理運行を図る。

事業対象 庁用自動車 庁用車の配車、維持管理及び安全運行管理、事故処理対応など総括的管理を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0103800 車両集中管理事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

2,691,428 98.4% 7.9% 11,256,000 5235.3%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

普通財産の貸付、処分を行い、市の財政に貢献できるため、妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
除草や下草刈りや必要に応じた樹木剪定を行い、周辺地域の環境に悪影響を及ぼさないよう適切な維持管理を行う必要がある。引き続き、関係各課と
連携・情報共有を図り適正に貸付け、処分活用を進めていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
除草や下草刈りを行い、周辺地域の環境に悪影響をおよぼさないよう適切な維持管理を行う必要がある。また、引き続き、関係各課と連携・情報共有
を図り適正に貸付け、処分、活用を図っていく。

高い 普通財産を適切に維持管理するとともに有効活用が図られているため、有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

12件

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

普通財産の貸付（件） 12件 12件 12件 12件

当初予算額 増減額

391,854 2,735,000 215,000 11,041,000

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 普通財産を適切に維持管理するとともに有効活用を図る。

事業対象 普通財産 普通財産の貸付、処分及び適切な維持管理

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0103900 普通財産維持管理事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

2,482,617 99.0% 100.8% 2,542,000 100.6%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

損害賠償金の補てん等、被害者へ適切な対応ができるため、妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
引き続き、保険加入することで市施設での事故への補償対応を図る必要がある。事故発生時には、速やかな手続きを行う。また、事故を未然に防ぐた
め、日頃より施設の状況を把握し安全管理を徹底していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
引き続き、保険加入することで市施設での事故への補償対応を図る必要がある。事故発生時には、速やかな手続きを行う。また、事故を未然に防ぐた
め、日頃より施設の状況を把握し安全管理を徹底していく。

高い 保険加入することで市施設での事故への補償対応が図れるため、有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

0件

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

公共施設での災害（件） 2件 0件 0件 0件

当初予算額 増減額

2,466,084 2,507,000 2,526,000 16,000

―

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市の公共施設利用者に対する賠償及び市事業の参加者及びボランティアに対する補償の対応を図る。

事業対象
市の施設利用者及び
事業参加者

保険に加入し、賠償金・補償金の支出があった時に保険金で補てんする。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0110700 公共施設利用者災害賠償補償保険事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

4,407,283 94.0% 85.0% 2,225,000 55.8%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

住宅困窮している低額所得者への住宅提供ができているため、妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
建築から28年が経過している市営住宅の維持管理に必要な保守点検及び修繕等の施設管理を実施するとともに、軽微な補修や修繕については、営繕担
当により、迅速な対応を行っていく。適切な使用料徴収事務を行い、毎月の納入通知配付時に高齢単身入居者宅を訪問して安否確認を行っていく。ま
た、市営住宅に退去者があった場合には、速やかに入退出管理を行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
建築から30年が経過している市営住宅の維持管理に必要な保守点検及び修繕等の整備を実施し、外壁や屋根等の修繕を計画的に行い、市営住宅の長寿
命化を図っていく。また、高齢単身入居者宅を訪問し、毎月の納入通知配布にあたり安否確認を行っていく。

高い 入居希望者からの問い合わせは多く、低額所得者を対象とした市営住宅の需要があるため、有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

20室（全室20室）

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

入居者数（室） 20室（全室20室） 20室（全室20室） 20室（全室20室） 20室（全室20室）

当初予算額 増減額

4,185,904 4,688,000 3,987,000 ▲ 1,762,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市営住宅の維持管理を適正に行うことにより、入居者が安心・安全に生活できる環境を維持する。

事業対象
住宅に困窮する低所得者の
市民

保守点検、修繕等の施設管理及び使用料徴収事務並びに入退室管理を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　契約管財課

事業番号 0149800 市営住宅管理事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

6,839,866,452 97.2% 99.1% 7,799,946,000 111.9%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

職員の給与支給事務は、国や東京都の制度との均衡を保ちながら実施していることから、妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
　令和４年度は東京都の給与制度に準じて、給料表及び勤勉手当の支給月数の改定を行った。今後も国や東京都の制度との均衡を保ちながら適正な給
与制度となるよう取り組んでいく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 　東京都の給与制度に準じて給与支給を実施している。今後も国や東京都の制度との均衡を保ちながら適正な給与制度となるよう取り組んでいく。

高い 電算システムを効率的に使用することで、円滑に事務を執行していることから、有効性は高い。

事業実施方法の
妥当性

高い

1,036人

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

対象職員数
一般会計人件費人数

972人 976人 995人 未定

当初予算額 増減額

6,759,035,462 7,038,882,000 6,972,890,000 827,056,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 条例に基づき、職員人件費を適正に支給する。

事業対象 職員 一般会計に要した職員の給与、旅費及び月額会計年度任用職員報酬等の人件費の歳出を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101200 職員人件費その他事務事業（一般会計全体） ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

5,744,607 97.0% 96.9% 6,039,000 105.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101300 職員人事管理事務事業 人事管理事務事業

事業目的 職員の採用から退職までの総合的な人事、労務管理を行う。

事業対象 職員
任用に係る制度の制定改廃及び運用により、各部署に適切な人事配置を行う。また、出退勤及び休暇等を
管理し、人事考課を実践する。

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

6,575,734 5,924,000 5,739,000 300,000

事業実施方法の
妥当性

高い

効率的な組織運営が行わ
れている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

適切な人事配置を行うことにより効率的な組織
運営を行われている。

効率的な組織運営が行わ
れた。

効率的な組織運営が行わ
れた。

効率的な組織運営が行わ
れた。

効率的な組織運営が行わ
れている。

地方公務員法の趣旨に則り、適切な手法を取っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
効率的・効果的な行政運営を図るために、任用制度を見直して、人材を有効活用する必要がある。令和４年度の職員採用試験についても、より優秀な
人材を早期に確保することを目的として年度当初から募集するとともに、40歳を受験上限年齢とすることで、意欲ある有能な人材の確保に努めた。ま
た、職員の目標管理と人材育成の観点から、引き続き人事考課制度を適切に運用していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
引き続き、効率的・効果的な行政運営を図るために、意欲ある有能な人材の確保に努めるとともに、職員の目標管理と人材育成の観点から、人事考課
制度を適切に運用していく。

高い 各部署に適切な人事配置を行い、出退勤及び休暇等を管理し、人事考課を実践することが出来ている。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

69,003,340 98.1% 90.6% 103,327,000 162.3%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101350 職員人事管理事務事業 会計年度任用職員事務事業

事業目的
再任用・会計年度任用職員の任用に関し、社会保険・雇用保険の資格取得、喪失手続き等、労災保険の支払い、並びに時間額会計年度任用職員の報酬、旅費及
び期末手当の支給事務を行う。

事業対象 職員 職員の社会保険等の得喪手続き及び欠員代替等の時間額会計年度任用職員の報酬等支給事務を行う。

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

56,967,453 70,314,000 63,670,000 39,657,000

事業実施方法の
妥当性

高い

効率的な組織運営が行わ
れている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

適切な人事配置を行うことにより効率的な組織
運営を行われている。

効率的な組織運営が行わ
れた。

効率的な組織運営が行わ
れた。

効率的な組織運営が行わ
れた。

効率的な組織運営が行わ
れている。

地方公務員法の趣旨に則り、適切な手法を取っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
会計年度任用職員の募集について、地方公務員法に基づき適切な募集を行い、人員配置している。また、会計年度任用職員の報酬をはじめとした勤務
条件についても、同法の主旨に基づき常勤職員や他団体との均衡を図るように制度改正を行っている。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
引き続き、会計年度任用職員の任用に係る社会保険、雇用保険の資格得喪手続き、労災保険の支払い等及び報酬、期末手当及び旅費の支給を行ってい
く。

高い 各部署に適切な人事配置を行い、適切に報酬等を支払うことが出来ている。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

8,440,425 71.3% 84.2% 10,175,000 102.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101500 職員人事管理事務事業 職員衛生管理事務事業

事業目的 職員が職務をするうえで健康で快適な職場をつくる。

事業対象 職員
職員の健康を管理するため、各種健診を実施し、検診実施後保健師による健康指導・相談を行う。また、
産業医による過重労働者の面談、メンタルヘルスを含む健康についての相談、臨床心理士による心の相談
を実施する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

9,469,534 11,846,000 9,976,000 199,000

事業実施方法の
妥当性

高い

359

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

定期健康診断受診者数（人） 383 355 286 3

労働安全衛生法に基づき、適切な手法を取っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
職員の健康管理のため、健康診断は人間ドックの受診と合わせて受診率100％を目指し、診断結果を職員の健康管理に役立てる。また、メンタルヘルス
不調の一次予防のため、ストレスチェックを実施するとともに管理監督者に対し、ストレスチェック集団分析結果の見方・活用方法研修を行った。健
康指導・相談については、引き続き個々のケースに丁寧に対応し、職員が安心して働ける環境の整備を図っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
今後も引き続き、健康管理の基本となる定期健康診断と人間ドックの受診を合わせ受診率100％を目指し、診断結果を職員の健康管理に役立てていくと
ともに職員が安心して働ける環境の整備を図っていく。

高い 職員の健康管理として各種事業を行っているため有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

818,433 176.0% 140.2% 823,000 126.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101600 職員人事管理事務事業 職員被服貸与事務事業

事業目的 職員の職務執行上、必要な被服を貸与する。

事業対象 職員 新入職員及び人事異動等による被服について職員課で対応する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

430,617 465,000 652,000 171,000

事業実施方法の
妥当性

高い

25

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

新入職員及び人事委異動等により主管課で
対応できない被服について適正に貸与され

ている。

適正に被服貸与が行われ
た（被服貸与人数17

人）。

適正に被服貸与が行われ
た（被服貸与人数24

人）。
20 5

新入職員及び人事委異動等による職員の被服は、主管課で対応できないため妥当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 引き続き、被服貸与規程に基づき、適正な被服貸与を行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 引き続き、被服貸与規程に基づき、適正な被服貸与を行っていく。

高い 新入職員及び人事委異動等により必要とする被服について職員課で対応を行うため有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

12,884,402 101.5% 106.6% 14,414,000 106.5%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101700 職員人事管理事務事業 福利厚生事務事業

事業目的 福利厚生事業及び職員互助会事業の充実

事業対象 職員
健康診断に代わる人間ドック等受診費用の助成及び職員の福利厚生を目的として職員互助会へ交付金を交
付する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

12,325,892 12,695,000 13,528,000 886,000

事業実施方法の
妥当性

高い

734

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

人間ドック等費用の助成件数（件） 530 584 34 698

人間ドック助成を行うことで、職員の健康管理に役立てている。また、職員の福利厚生を目的として職員互助会へ交付金を
交付することで、職員の福利厚生の増進を図ることから妥当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
職員の福利厚生の増進を図っていくため、市が実施する定期健康診断とともに人間ドック助成を行い、定期健康診断と人間ドックの受診率を向上させ
る。また、職員互助会に補助を行うことで、職員互助会の各種事業を充実させる。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
引き続き、職員の健康管理に役立てるため、市が実施する定期健康診断とともに人間ドック助成を行い、定期健康診断と人間ドックの受診率を向上さ
せる。また、職員互助会では、福利厚生事業をはじめ各種事業を充実させ、福利厚生の増進を図っていく。

高い
健康診断に代わる人間ドック等受診費用の助成を行うことで職員の健康管理に役立てている。また、職員の福利厚生を目的
として職員互助会へ交付金を交付することで、職員の福利厚生の増進を図ることから有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

45,492 96.8% 114.9% 62,000 114.8%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101800 給与支給事務事業 ―

事業目的 職員給与の計算及び支給を適切に行う。

事業対象 職員
特別職・月額会計年度任用職員及び一般職の給料等の支給に係る計算事務並びに人件費の予算管理等を行
う。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

41,450 47,000 54,000 8,000

事業実施方法の
妥当性

高い

1,088人

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

対象職員数
全会計人件費人数

1,023人 1,026人 1,046人 未定

職員の給与支給に関する適切な事務、情報管理を行うために、必要な事業である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 庶務事務システム及び人事給与システムを活用し、人事管理から給与計算、予算執行管理までの流れを適正かつ効率的に行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 庶務事務システム及び人事給与システムを活用し、人事管理から給与計算、予算執行管理までの流れを適正かつ効率的に行っていく。

高い 電算システムを効率的に使用することで、円滑に事務を執行している。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

7,084,701 98.4% 100.0% 7,356,000 102.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0101900 職員研修事務事業 －

事業目的 公務員としての倫理観・使命感を持ち、市民に信頼され、優れた問題解決能力及び職務遂行能力と、幅広い視野に立つ人間性豊かな職員を育成する。

事業対象 職員
研修を実施することにより、積極的に課題解決に取り組む職員、公務員としての自覚・意識を持ち市民の
信託に応える職員を育成する。

36　職員育成
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

6,869,248 7,198,000 7,195,000 161,000

事業実施方法の
妥当性

高い

1,300

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

研修受講人数（人） 1,380 1,273 529 529

集合研修等の受講と職場におけるOJTの実施を両立する現在の実施方法は、知識の習得と実務経験の蓄積につながる手法であ
り、妥当性が高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
人材育成基本方針及び人材育成実施計画に基づき、職員の資質や専門性を向上させるために、職場外研修や職場内研修その他各種事業を実施し、人材
育成の推進と組織力の向上を図った。引続き、さらなる市民サービスの質の向上等に向けて、会計年度任用職員も含めた職員の能力向上を図るため、
研修を計画的・継続的に実施する必要がある。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
人材育成基本方針に定められた「めざす職員像」実現のため、市町村職員研修所等外部研修への派遣、OJTを含めた庁内研修の実施等人材育成のための
施策を継続する。組織力の向上を図るため、現在の取組を遺漏なく継続するとともに、必要に応じて具体的な方策を検討する。会計年度任用職員につ
いても、引き続き庁内研修等により人材育成を推進する。

高い
研修の結果は受講後すぐに出るものばかりではないが、現在実施している研修を継続して実施することにより職員の資質が
向上するものと考えるため。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

159,960 67.2% 100.0% 212,000 89.1%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0102000 特別職報酬等審議会事務事業 ―

事業目的 議員報酬等並びに市長、副市長及び教育長の給料等に関する事項について審議するため、国分寺市特別職報酬等審議会を置く。

事業対象
特別職報酬等審議会委員
議員、市長、副市長、教育長

特別職報酬等審議会事務事業を設置し、議員報酬等の額や市長、副市長及び教育長の給料等の額について
審議する。

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

185,755 238,000 238,000 ▲ 26,000

事業実施方法の
妥当性

高い

特別職の報酬等の額につ
いて審議されている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

議員報酬等の額や市長、副市長の給料等の額
について審議されている。

特別職の報酬等の額につ
いて審議された。

特別職の報酬等の額につ
いて審議された。

審議会は開催されなかっ
た。

特別職の報酬等の額につ
いて審議されている。

特別職の報酬等の額について、公募の市民、識見者、市内の公共団体の代表者による審議会に諮ることが必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
令和４年度は、市長、副市長及び教育長の期末手当の額の改定について審議を行った。今後についても、月額の報酬や給料だけでなく、手当も含めた
額について審議を行う。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 引き続き、特別職の報酬等について適正な額を審議が行えるようにしていく。

高い 特別職の報酬等の額を審議するため、必要な事業である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

97,440 65.0% 100.0% 131,000 87.3%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0102100 職員倫理審査会事務事業 ―

事業目的 職員の職務に係る倫理の保持に資するため、国分寺市職員倫理審査会を置く。

事業対象
職員倫理審査会委員
職員

職員倫理審査会を設置し、職員の職務に係る倫理の保持に係る事項について審査する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

93,585 150,000 150,000 ▲ 19,000

事業実施方法の
妥当性

高い

職員の職務に係る倫理の保
持がなされている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

職員の職務に係る倫理の保持がなされている。
職員の職務に係る倫理の保

持がなされた。
職員の職務に係る倫理の保

持がなされた。
職員の職務に係る倫理の保

持がなされた。
職員の職務に係る倫理の保

持がなされている。

職員の贈与等報告書の審査を公正・公平に行うため、識見者である委員の審査を受けることが必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 主として職員の贈与等報告書の審査を行うため、必要な事業である。特に運用上の支障がないことから当面は現状のまま進めたい。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 引き続き、職員の職務に係る倫理を保持するため、適正な審査が行えるようにしていく。

高い 職員の贈与等報告書の審査を行うため、必要な事業である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

0 0.0% 100.0% ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0102200 公益通報事務事業 ―

事業目的 市の事務又は事業の執行における違法な行為等に関する職員等からの公益通報に対応するため、公益監査員を置く。

事業対象
公益監査員
職員

公益監察員を設置し、市の事務又は事業の執行における違法な行為等に関する職員等からの公益通報に対
応する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

0 10,000 10,000 ―

事業実施方法の
妥当性

高い

違法な行為等の抑止がなさ
れている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

市の事務又は事業の執行における違法な行為
等の抑止がなされている。

実績なし 実績なし 実績なし
違法な行為等の抑止がなさ

れている。

職員等が、市の事務又は事業の執行における違法な行為等に関し、公益通報を行える体制が必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
市の事務又は事業の執行における違法な行為等に関する職員等からの公益通報に対応するため、必要な事業である。特に運用上の支障がないことから
当面は現状のまま進めたい。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 引き続き、市の事務又は事業の執行における違法な行為等に関する職員等からの公益通報に対応が行えるようにしていく。

高い 市の事務又は事業の執行における違法な行為等に関する職員等からの公益通報に対応するため、必要な事業である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

0 0.0% 100.0% 29,000 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0102250 懲戒審査会事務事業 ―

事業目的 職員の懲戒処分に関する事項の審査をするため、国分寺市職員懲戒審査会を置く。

事業対象
職員懲戒審査会委員
職員

職員の懲戒処分に関する事項に係る市長の諮問に応じて調査及び審査し、答申する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

0 29,000 29,000 0

事業実施方法の
妥当性

高い

職員の懲戒処分を厳正かつ
公正に行われている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

懲戒処分基準に照らし合わせ、職員の懲戒処
分を厳正かつ公正に行われている。

実績なし 実績なし
職員の懲戒処分を厳正かつ

公正に行われた。
職員の懲戒処分を厳正かつ
公正に行われている。

職員の懲戒処分の審査を公正・公平に行うために、識見者である委員へ諮問し答申を受けることが必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 職員の懲戒処分の審査を行うために、必要な事業である。特に運用上の支障がないことから当面は現状のまま進めたい。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 引き続き、職員の懲戒処分に関する事項について、公正かつ適正な答申が行えるようにしていく。

高い 職員の懲戒処分の審査を行うために、必要な事業である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

0 0.0% 100.0% 29,000 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　職員課

事業番号 0102270 退職手当審査会事務事業 ―

事業目的 退職手当の支給制限等の処分について調査審議するため、国分寺市退職手当審査会を置く。

事業対象
退職手当審査会委員
職員

退職手当の支給制限等の処分について、退職手当管理機関の諮問に応じて審議し、その結果を答申する。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

0 29,000 29,000 0

事業実施方法の
妥当性

高い

処分について、厳正かつ公
正に行われている。

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

退職手当の支給制限等の処分について、厳正
かつ公正に行われている。

実績なし 実績なし 実績なし
処分について、厳正かつ公
正に行われている。

退職手当の支給制限等の処分について調査審議するために、識見者である委員へ諮問し答申を受けることが必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 退職手当の支給制限等の処分の調査審議を行うために、必要な事業である。特に運用上の支障がないことから当面は現状のまま進めたい。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 引き続き、退職手当の支給制限等の処分について、適正な調査審議が行えるようにしていく。

高い 退職手当の支給制限等の処分の調査審議を行うために、必要な事業である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

13,233,092 97.4% 67.7% 9,437,000 102.6%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

自主防犯活動団体との連携や、地域団体からの街頭防犯カメラの設置及び更新など地域の防犯については行政が取り組むべき課題である。防犯リーダー養成講習会は内
容の大幅な見直しに取り組み、講座内容を精査し受講者の増加を図ることで、安全なまちづくりにつながる。つきまとい行為防止パトロール事業は平日の夜間に行うこ
とから外部委託している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

拡大・拡充

特殊詐欺対策について、自動通話録音機の購入は引き続き東京都消費者行政強化交付金を活用し財政負担の軽減を図りながら実施し、また電話会社等が実施する特殊詐欺対策サービスを周知する。地域の防犯ネットワークづくりについて、令和
4年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じた上で、防犯リーダー養成講習会や防犯まちづくり委員会の各会議、地域団体等の活動支援などを可能な範囲で実施した。引き続き、警察や地域団体等との連携強化を進め、地域防犯によ
る犯罪抑止力の向上を図る。地域の防犯意識の向上と防犯活動の支援として、犯罪・不審者情報の提供、子どもの見守り活動の呼びかけ、防犯対策啓発、団体への活動資機材の支給を行った。今後も地域の防犯意識の形成及び向上のため、引き
続き支援していく。防犯まちづくり委員は、地域の防犯リーダーとして防犯パトロールや児童の見守り等を担う防犯の中心となる存在であるため、認定者を増やしていく必要がある。そのためにも防犯リーダー養成講習会は施設見学や防犯の専
門家による講義など関心を惹く講座を検討するとともに、オンライン講座を取り入れた受講しやすい環境づくりなど工夫を重ねる。まちづくりにおける安全・安心の環境整備について、令和4年度は地域団体からの街頭防犯カメラの設置及び更
新の相談に応じ更新を行った。令和５年度からは街頭防犯カメラの保守点検や修繕費などの維持管理経費及び電気代等の運用経費についても補助を行う。今後も地域団体に設置及び更新を呼びかけ他の防犯施策と併せて犯罪抑止を図る。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持

特殊詐欺対策は東京都消費者行政強化交付金を充当し自動通話録音機の貸与を引き続き実施する。防犯リーダー養成講習会は平成21年度から開催し令和５年度で第14回目を経過していることから、大幅に
講座内容を見直し、講座ごとに新たな講師を依頼することでさまざまな角度から防犯についてを学べる環境を整える。令和５年度から導入した施設見学は概ね好評であったため、継続して実施する。また
オンラインによる受講も参加者が多かったことから継続とする。まちづくりにおける安全・安心の環境整備は地域団体からの街頭防犯カメラ設置及び更新希望に基づき、その費用を補正予算で計上すると
ともに東京都の補助制度を活用する。また、街頭防犯カメラの維持管理費及び運用経費についても東京都の補助金制度を活用する。つきまとい防止パトロール隊業務委託は指導件数がほぼないことから、
小金井警察署との連携を図り継続する。

高い
特殊詐欺対策として自動通話録音機の貸与は水際での被害防止に高い効果がある。防犯リーダー養成講習会は市民の防犯意識の向上だけでなく自主防犯組織の活性化に
もつながる事業である。地域団体が設置・管理する街頭防犯カメラは犯罪抑止の効果があり、機器の更新・維持管理・運用経費に対する補助は設置団体の負担を軽減し
継続的な設置運用につなげることができる。防犯ポスターを作成し市内に掲示することで、犯罪が発生しづらい環境づくりができる。

事業実施方法の
妥当性

高い

82.6%

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

国分寺市が治安の良いまちだと感じる市民
の割合

77.5% 78.7% ‐ ‐

当初予算額 増減額

10,658,598 13,586,000 9,197,000 240,000

29　防犯
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的
 地域の防犯意識の啓発と防犯活動を充実させることにより、犯罪の発生を未然に防止し、市民が犯罪被害に遭遇することのない、安全・安心に暮らせる犯罪
に強いまちづくりを推進する。

事業対象 市民
地域の防犯力向上のために自主防犯活動を支援するとともに、地域の防犯に係る人材を育成し、警察等の
関連団体との連携を深める。また、依然として発生している特殊詐欺による被害防止のための取組を推進
する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0110900 防犯事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

312,072 89.9% 102.6% 420,000 118.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0148300 市民防災事務事業 市民防災まちづくり学校事務事業

事業目的
防災都市づくりを総合的に進めるために、市民への防災まちづくりに関する教育、情報の提供を系統的、体系的に行うことを通じて市民意識の高揚を図ると同
時に、地域における市民防災の発展、あるいはまちづくりを自主的に推進するリーダーを養成することを目的としている。

事業対象 市民
市民自らが安全で住みよいまちづくりに関心を持ってもらえるよう、約1年間をかけて、防災に関する様々
なテーマを学ぶ学習の場を提供する。

28　防災
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

285,747 347,000 356,000 64,000

事業実施方法の
妥当性

高い

1,531

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

修了者数（人）（累計） 1,445 1,471 1,471 1,496

専門の講師だけでなく、実際に地域で活動している市民や防災関連部署の市職員が講師となることで、学校修了後に市内で
実施する防災活動に具体的に直結しているため、妥当性が高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

市民防災まちづくり学校修了者のうち希望された方が「市民防災推進委員」となるが、修了者26人のうち、26人全員を認定した。令和４年度は初め
て、対面式の講座だけでなく、オンラインも活用したハイブリット講座を実施した。働き盛り世代や子育て世代等、日中に会場への来場が困難な方々
の参加促進のため、今後は、ハイブリット講座の複数回実施や、YouTube等を活用し、リアルタイムでなくとも、講座を受講できる環境づくりを行って
いく。市民防災まちづくり学校の修了生が、市民防災推進員として地域でリーダーシップを発揮し、地域社会で防災の普及・啓発活動をしていくなか
で新たな防災まちづくり推進地区が誕生する。そして、防災まちづくり推進地区の中から、新たな担い手が防災まちづくり学校を受講するというサイ
クルをつくることで、新たな人材の掘り起こしや育成が可能となることから、継続して実施していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 　オンライン受講を取り入れるなど受講しやすい環境整備を進め、定員をこれまでより５人増やして45人とする。

高い
1年間をかけて防災に関する講座を学ぶことで、知識が向上するとともに、防災を切り口にした仲間づくりにもつながってお
り、有効性が高い。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

105,577 56.2% 102.7% 309,000 160.1%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

定期的に事務局会議を開催し、防災だよりや事務局通信を発行することで、全市にいる市民防災推進委員への情報伝達が図
られ、自発的に研修も行っており、防災スキルの向上につながっていることから妥当性がある。

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

本事業は、市民防災推進委員会を設置し、五役会議、事務局会議を通して、推進委員相互の交流と情報交換を行うことにより、市民主体の防災まちづくり活動の普及・発展を図ることを目的に行ってお
り、災害に強い人づくり及び地域のコミュニティ形成に重要な役割を担っていることから継続して実施する。市民防災推進委員の協力を得て実施しているイザ！カエルキャラバン！事業は、新型コロナウ
イルス感染防止のため令和４年度は実施できなかったが、幅広い世代への防災意識高揚、市民防災委員会を通して幅広い地域の市民防災推進委員の参加を呼びかけることにより委員会活動の活性化にもつ
ながるため、今後も継続して実施していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
「国分寺市民防災推進委員会」の活動は、地域の防災力を向上させる基盤であり、継続して支援する。令和6年度予算では、研修に必要な講師料及びバ
ス研修費、また、腕章の在庫がなくなったことから新たに消耗品費で必要分を計上する。

普通
市民防災推進委員会を通して、防災推進委員同士が交流を図るとともに、地域の活動における情報交換や防災に関する学習
や研修を行うことで、防災力の向上につながり、有効性がある。

事業実施方法の
妥当性

普通

1,380

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

市民防災推進委員認定者数（累計） 1,299 1,325 1,325 1,350

当初予算額 増減額

138,275 188,000 193,000 116,000

28　防災
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的
市と協力して自主的かつ自発的に地域における市民防災を進めていくために、市長より認定された「国分寺市民防災推進委員」の全市的なボランティア組織で
ある「国分寺市民防災推進委員会」の一層の発展を目的としている。

事業対象 市民防災推進委員
国分寺市民防災推進委員の意見、情報、経験等の交流や市民防災の全市的拡がりと発展のため国分寺市民
防災推進委員会を設置し、市はその活動を遂行する上で必要となる情報、資料等について、積極的に援助
を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0148400 市民防災事務事業 市民防災推進委員会事務事業
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

2,688,052 84.1% 49.0% 4,824,000 308.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0148600 市民防災事務事業 防災まちづくり推進地区事務事業

事業目的
市が進める防災都市づくりを実践していく事業であり、地区住民が中心となり行政が協力して特定地区における防災コミュニティの形成、地区の防災計画及び
自主防災組織づくり、そして地域社会における防災環境づくりを目的としている。

事業対象 防災まちづくり推進地区
防災まちづくり推進地区に対して、防災資機材やバス研修等の支援を行う。また、新規に協定を締結した
防災まちづくり推進地区に対し、地区防災計画の策定のためにコンサルタントの派遣を行う。さらに、地
区防災計画策定後の見直しに関しての支援やその見直した内容に関して発表会を行う。

28　防災

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

3,554,290 3,198,000 1,566,000 3,258,000

事業実施方法の
妥当性

高い

52

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

推進地区面積と市面積の比（％） 50 50 50 52

防災まちづくり推進地区に対する補助金による支援をすることで、地区の実情に即した環境整備が可能となり、自発的な取
組の推進が期待できることから、妥当性が高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

拡大・拡充

防災まちづくり推進地区を全市的に進め地域防災力を向上していくことを目標に、地域の特性に応じた防災環境づくりを継続して実施する。防災まち
づくり推進地区を目標にしている自治会等へは、引き続き支援を行っていく。市民防災推進委員が中心となって、防災まちづくり推進地区を目指した
いという地域団体が立ち上がったことから、今後も会議に参加しながら連携を図っていく。地区防災計画発表会は、３年ぶりに会場で観客を入れて
行ったが、過年度より参加者数が少なく、また参加者の偏りもあるなど課題が残った。今後は、推進地区の意見も聞きながら、「地区防災計画発表
会」のあり方を見直していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
引き続き、防災まちづくり推進地区への防災資機材等の支援方法を補助金として計上し、地区の実状に合わせた柔軟な支援を実施する。南町一丁目自
治会が推進地区となったことから、令和６～８年度にコンサルタントを派遣し、地区防災計画の作成を支援する。

高い
防災まちづくり推進地区として協定を締結することにより、地区防災計画に基づき、地域住民と協働で防災活動を行い、災
害時には地区本部の設置により在宅避難者への円滑な支援が可能となることから有効性が高い。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

1,469,306 96.9% 96.9% 1,472,243 100.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0149900 消防事務委託事務事業 ―

事業目的 消防に関する事務について、合意書に基づき協定を締結し東京都に委託して事務費を負担する。また国分寺防火防災協会に対して補助金を交付する。

事業対象
東京消防庁
国分寺防火防災協会

消防組織法により市町村は消防の責任を有しており、これを受けて国分寺市は消防に関する事務（一部を
除く）を東京都に委託し、その委託事務費用を負担する。また、国分寺防火防災協会は、市民の防災意識
の向上や防火広報活動のほか、防火女性の会と連携や消防少年団の育成といった幼少期からの意識啓発も
行っている。

28　防災

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

1,516,711 1,516,711 1,469,306 2,937

事業実施方法の
妥当性

高い

28

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

火災発生件数 35 29 16 16

市で消防本部を設置するためには装備や職員等の確保が必要となることから、消防事務を委託することは妥当性が高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

消防組織法に基づき消防署を設置し市民等の生命、財産を保護している。本事務において消防事務委託費については、東京都と三多摩地区消防運営協
議会との合意に基づき協定を締結し都へ委託している。継続的に安定し、安全かつ効率的な消防活動及び経費負担から鑑み現状の体制を継続して実施
する。また、国分寺防火防災協会に対して、市民防災意識の向上や火災予防運動の広報活動をする補助金を交付し、幼少期からの防災意識の啓発及び
防火女性の会との連携を図る。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持

消防組織法に基づき消防署を設置し市民等の生命、財産を保護している。本事務において消防事務委託費については、東京都と三多摩地区消防運営協
議会との合意に基づき協定を締結し都へ委託している。継続的に安定し、安全かつ効率的な消防活動及び経費負担から鑑み現状の体制を継続して実施
する。また、国分寺防火防災協会に対して、市民防災意識の向上、活動及び広報活動をする補助金を交付し、幼少期よりの防災意識の啓発と、防火女
性の会との連携を図る。

高い 東京消防庁へ消防事務を委託することにより、最新の装備と技術による災害対応活動を行うことができるため有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

86,588,853 909.7% 763.3% 69,682,000 95.9%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150000 消防団員活動事務事業 ―

事業目的 地域防災の要である消防団の活動を円滑に行う。

事業対象 国分寺市消防団
消防組織法により市町村は消防事務を処理するための機関として消防団を設置することとされ、その事務
費用を負担し活動の充実を図る。

28　防災
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

83,582,525 9,518,000 72,649,000 ▲ 2,967,000

事業実施方法の
妥当性

高い

90

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

消防団員数 87 86 88 88

消防団は6個分団から構成されており、市内を6区域に分けて受け持ち区域としていることから、発生した災害に迅速な対応
が取れるため効率性がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

消防団は、消防組織法に基づき火災や自然災害等から市民の生命・財産を保護するために配置している。地域に根差した活動は地域防災の要であり、
かつ災害等発生時において、迅速に適正な活動を行うため、今後も円滑な運営ができるよう事業を実施していく。令和４年度は、昨年度まで新型コロ
ナウイルスの影響により中止となっていた各種訓練や火災予防運動を実施した。また、災害対応力向上のため、第４分団のポンプ車の買い替え購入も
行った。令和５年度は、普通免許取得者に対する準中型免許取得制度を開始するほか、第２分団が東京都消防操法大会に出場し消防技術の向上を図
る。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

拡大・拡充

消防組織法に基づき、災害から市民の生命・財産を保護するため消防団を設置している。今後も消防団の広報や活動の周知を行うとともに、「消防団
を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」に基づき、消防団員の装備品の充実を図る。消防団は地域防災の要として非常に重要な組織である
ことから、今後も円滑な運営ができるように事業を実施していく。令和６年度は、さらなる災害対応力向上に向けて装備品を配備するとともに、新た
に整備する防災関連用地において放水訓練等を実施することで消防力の強化を図る。

高い
在住在勤者で構成されている消防団は、地域防災の要として重要な組織であり、災害発生時の迅速な対応に非常に有効であ
る。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

51,973,240 77.7% 63.4% 37,504,000 88.4%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150100 消防施設維持管理事務事業 ―

事業目的 消防団詰所の維持及び市内の消防水利の管理を行い、消防力を強化する。

事業対象
消防団詰所
消防水利

　消防組織法により市町村は消防事務を処理するための機関として消防団を設置することとされその施設
維持費を負担し施設活用の充実を図る。

28　防災
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

42,274,897 66,930,000 42,449,000 ▲ 4,945,000

事業実施方法の
妥当性

普通

85.1

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

消防水利充足率 83.5 84.3 84.3 84.7

消火栓の設備は水道局と情報を共有し、計画的に実施している。また、詰所の建替えについても同様に、計画に基づき実施
していることから効率性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

消防水利については、平常時の消火栓等の消防水利充足率は昨年度同様であり、震災時の貯水槽等の消防水利充足率は昨年度比0.5ポイント減少してい
る。貯水槽の水利充足率は依然として十分とはいえないため、不足メッシュ地域について開発事業の協議で設置できるよう事業者に要望する。また、
消防水利の配備状況について、国分寺消防署と連携を図りながら配備状況を管理するとともに、消火栓は水道局、貯水槽は各関係部署と調整を行いな
がら事業を推進する。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

拡大・拡充
消防水利については、平常時の消火栓等の消防水利充足率は概ね充足しているが、震災時の貯水槽等の消防水利充足率は依然として十分とはいえない
ため消防水利の不足地域については開発事業者に対し設置を要望していく。また、消防水利の配備状況について国分寺消防署と連携を図りながら、消
火栓は水道局との協議、貯水槽は各関係部署と調整を行いながら事業を推進する。

高い
火災等の対応において平常時の消火栓、震災時の貯水槽等の消防水利の整備を図ることは消防力の強化につながり迅速な災
害対応に有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

4,405,000 86.2% 85.5% 1,557,000 35.6%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150150 消防署整備事務事業 ―

事業目的 消防事務の委託に関する規約に基づき、消防署用地を市が確保する。確保した用地には、東京消防庁が消防署を建設する。

事業対象 市民等、国分寺消防署

国分寺消防署は、築50年を超え、老朽化が深刻な状態であるため、早急な建替えが必要となっている。建
替えに当たっては、消防事務の委託に関する規約に基づき、消防署用地を用意する。国分寺消防署の泉町
移転に併せて、近接となる西元出張所の移転も計画されており、これに伴う用地の提供及び整理等を行
う。

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

1,760,000 5,111,000 4,372,000 ▲ 2,815,000

事業実施方法の
妥当性

高い

代替駐車場所の効率的な
運用

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

事業進捗管理 土壌汚染調査
西元出張所仮庁舎建設に伴う代替

駐車場所の確保 代替駐車場所の運用
旧西元出張所用地の地権

者への返還

国分寺消防署西元出張所は、築50年を超え、老朽化が深刻な状態であるため、早急な建替えが必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
国分寺消防署の泉町移転に併せて、本多にある本署跡地へ旧西元出張所の改築が計画されており、東京消防庁及び国分寺消防署と必要な調整を行う。
また、引き続き本多公民駐車場を出張所仮庁舎用地で使用するため、本多公民館利用者の駐車場所を確保する。さらに旧西元出張所用地の返還にあた
り、地権者の意向を踏まえながら原状復旧に向けて必要な手続きを行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
「消防事務の委託に関する規約」に基づき、消防署用地は市が用意することとなっている。西元出張所の改築に向けて、仮庁舎用地の整備にかかる本
多公民館駐車場所を効率的に運用する。

高い
「消防事務の委託に関する規約」に基づき、消防署用地を確保する。東京消防庁へ消防事務を委託することにより、最新の
装備と技術による災害対応活動を行うことができるため、有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

7,348,000 100.0% 160.7% 140,366,000 1188.8%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150160 防災関連用地整備事務事業 ―

事業目的 防災関連用地を整備し、市の防災力・消防力の強化を図る。

事業対象 市民等 市民等による防災訓練での活用のため、防災関連用地を整備する。

―

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

0 7,348,000 11,807,000 128,559,000

事業実施方法の
妥当性

高い

整備工事

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

事業進捗管理 - 仮舗装後、一部運用開始 基本設計 実施設計

市民による防災訓練の実施や消防団による放水訓練等、市の防災力を強化するため必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
今後は、市役所新庁舎工事と連携して令和６年度の本整備を目指し、令和５年度に基本・実施設計、令和６年度に整備工事を行う。設計にあたって
は、自主防災組織や消防団のほか、近隣関係団体より意見を聞きながら進めていく。
整備後は、防災訓練の実施や消防団による放水訓練等、市の防災力・消防力の強化するために活用する。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
令和５年度に実施した詳細設計をもとに新庁舎建設に合わせてで整備を進めていく。引き続き関係部署との調整や消防署と運用に関する協議などを行
い、市民による防災訓練の実施や消防団による放水訓練等、市の防災力を強化するために活用していく。

高い 市新庁舎と一体で整備し、隣接の国分寺消防署と連携して利用するため、市民による防災訓練を行うのに有効である。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

1,080,920 99.8% 329.2% 4,774,000 133.9%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150200 震災総合防災訓練事務事業 ―

事業目的
災害対策基本法及び国分寺市地域防災計画に基づき、市職員や市民の防災行動力の向上を図るとともに、市、防災関係機関、自主防災組織との連携態勢の強化
を目的として実施する。

事業対象 市民、事業者、防災関係機関 市の防災体制の強化と市民の防災意識の高揚を図るために総合防災訓練を実施する。

28　防災
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

761,508 1,083,000 3,565,000 1,209,000

事業実施方法の
妥当性

高い

3,500

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

参加者数（人） 1,576 2,723 3,578 200

大規模地震から市民の生命、身体及び財産を保護するため、訓練を通じて防災関係機関の連携強化と市民の災害対応力向上
を図る必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

拡大・拡充

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の波が落ち着きはじめていたため、３年ぶりに会場参加型の防災訓練を実施した。夏休み時期とも重なったた
め、夜間にもかかわらず、多くの市民の参加があり、昨年度のオンライン型訓練に比べて参加人数が増加した。今後は自助・共助・公助のそれぞれの
観点から実効性のある訓練を企画する。自助・共助については、市民が参加しやすい時期や場所を選んで幅広い層の参加につなげていく。また、公助
については、防災関係機関との適切な役割分担と相互に連携した実効性ある対応策を確認する個別訓練を実施し、連携強化を図っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

拡大・拡充
首都直下地震や南海トラフ地震は、今後30年以内に発生する確率が70％と高い数字で予測されてることから、市民・市・防災関係機関が連携して訓練
を実施することにより、災害対応能力を向上させ、被害の抑制及び軽減を図っていく。また、関東大震災発生から100年を契機とした防災意識の醸成に
よる地域防災力の維持・向上の機運を継続させ、防災への備えに繋げていくため、防災意識の啓発を目的とした防災フェスタ事業費用を計上する。

高い 訓練を通じて自助・共助・公助の連携による地域防災力が向上され、被害の抑制・軽減が図られている。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

51,852,623 95.8% 358.4% 321,525,000 165.7%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150300 防災・罹災対策事務事業 ―

事業目的 防災備蓄食料・資機材、防災行政無線等の整備により防災・罹災対策の充実を図る。

事業対象 市民、事業者、防災関係機関 大規模な自然災害に備えて、必要な備蓄食料・資機材等を整備する。

28　防災
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

48,918,903 54,141,000 194,058,000 127,467,000

事業実施方法の
妥当性

高い

150,890

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

災害用備蓄食料の総数（食） 191,588 190,368 ― 153,738

災害時の迅速な応急活動や避難所における避難生活の安定を図るため、必要な資機材の購入や保存期限を迎える食料の入れ替えなどより、計画備蓄数を維持する必要が
ある。なお、東京都の新たな被害想定に基づくと、食料の備蓄目標数が約19万食から13万食に減少することから、今後全体量を減らす過程で毎年の購入量の平準化を
図っていく必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

拡大・拡充

「首都直下地震等による東京の被害想定」が10年ぶりに見直されたことから、市民の地震への備えや防災意識の向上を目的に被害想定の見直しに携わった専門家を招き防災講演
会を実施した。また、新庁舎建設に伴い、災害時に新庁舎が防災拠点として安定的に機能するよう防災行政無線や関連システムの移設整備に伴う実施設計を行った。次年度に実
施設計を基に工事発注を行う。また、東京都の新たな被害想定と新庁舎への移転を見据えて地域防災計画の抜本的な見直しに着手する。さらに、大規模や局地的な災害に備え
て、今後も備蓄計画に基づき必要な物資を避難所等に備蓄していくとともに、市での備蓄に加え、災害協定による調達も併せて推進していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

拡大・拡充

首都直下地震や南海トラフ地震は、今後30年以内に発生する確率が70％と高い数字で予測されており、大規模災害に備えて引き続き必要な物資を避難
所等に備蓄していくとともに、災害協定による調達も併せて推進していく。また、東京都の新たな被害想定や庁舎移転を踏まえた地域防災計画等の抜
本的な見直しに係る費用や新庁舎における災害時の情報伝達手段を確保するための防災設備の移設費を昨年度に引き続き計上する。また、関東大震災
から100年を迎えることを契機とした防災意識の醸成を継続して推進するため、家庭用防災用品購入費補助の費用を計上する。

高い 災害時に備え、食料や資機材等を計画的に購入することで備蓄物資の充実が図られている。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

627,806 49.1% 99.0% 1,261,000 99.6%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150400 水防対策事務事業 ―

事業目的
台風、集中豪雨などの水害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、水害に備えて国分寺市・国分寺消防署合同の水防訓練を実施し、水防工法の技術を
高めるとともに、風水害に対する被害抑制・軽減を図ることを目的とする。

事業対象 市民・事業者・防災関係機関
市の水防体制強化と市民の防災意識の高揚を図るために水防訓練を実施する。また、ハザードマップ等を
活用し、防災知識の普及啓発を図る。

28　防災
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

1,040,033 1,279,000 1,266,000 ▲ 5,000

事業実施方法の
妥当性

高い

3

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

水防活動実施件数 2 3 1 1

局地的な豪雨や大型台風による被害の抑制・軽減を図るため、防災関係機関と市民が連携して訓練に取り組む必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

地球温暖化に伴う異常現象によって、近年、大雨の発生頻度が増加していることから、梅雨時期と台風時期に市報やホームページを活用して風水害時の避難情報や避難行動を市
民へ周知した。また、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、国分寺消防署との合同水防訓練を実施し、出水期に備えて土のう作成及び積み土のう工法を実施した。今後も
水害の発生が懸念される出水期を前に水防訓練を実施し、防災関係機関や自主防災組織との連携強化を図るとともに、市民一人ひとりが「自らの命は自らが守る」意識を持ち、
災害時に適切な行動がとれるよう
防災意識の啓発を図っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持

近年、局地的な大雨や大型台風の発生が頻発しており、想定外の水害に対しても柔軟に対応できるよう関係機関や自治会・町内会と連携し態勢づくり
を進めていく。また、市民が水害に対する備えに活かすことができ、安全で適切な避難行動をとれるよう、引き続き地域の浸水危険や土砂災害危険に
ついてハザードマップや水防訓練等の機会を通じて啓発を行うとともに、周知を図っていく。以上のことから次年度も引き続き水防訓練を実施するた
めの費用を計上する。

高い 消防署との合同訓練により、相互の連携強化と水防工法技術の向上が図られている。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

26,276 97.3% ― ― ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　防災安全課

事業番号 0150598 被災自治体への応援派遣等事務事業 ―

事業目的
被災自治体に対して、災害時相互応援に関する協定等に基づき物的及び人的支援を行うことで、当該自治体における復興の迅速化に貢献し、合わせて当市職員
における災害対応に係る知見の拡大を図る。

事業対象 被災自治体 被災自治体に対して、災害時相互応援に関する協定等に基づき物的及び人的支援を行う。

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

― 27,000 ― ―

事業実施方法の
妥当性

高い

―

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

被災地職員派遣延べ人数 0 1 ― 9

激甚化する自然災害に対し自治体単独での対応には限界があり、広域連携による危機管理が欠かせない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
「中越大震災ネットワークおぢや」災害時応援派遣に関する申合せに基づき、被災自治体の支援を積極的に実施した。今後も円滑かつ迅速な被災地支
援に向けて実災害を想定した自己完結型の支援のあり方について研究するとともに、支援活動を通じて得た知見を蓄積し、本市の防災対策の取組に反
映していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
大規模な自然災害に見舞われた被災地への支援は、自治体間の連携強化と本市の災害対応力向上に寄与するため、今後も継続して取り組む必要があ
る。災害時相互応援に関する協定等を締結している被災自治体から支援要請があった場合は、必要に応じて予備費等で対応する。

高い 被災地支援を通じて自治体間の連携強化と本市の災害対応力向上が図られている。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

67,400 99.1% 100.0% 73,000 107.4%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111300 税務関係負担金・補助金事務事業 ―

事業目的
東京都税務協会に負担金を供することにより、地方財政制度の研究、税財政関係資料の収集及び交換、関係職員に対する講習並びに納税思想の普及宣伝等の円
滑な運営に寄与し、もって地方財政の確立に資する。

事業対象 市税賦課事務担当職員
東京都税務協会に負担金を供し、協会発行の税務関連資料・レポートの提供を受け、あわせて協会の催す
講習会に参加する等し、市税賦課事務において必要な知識・技能の習得を図る。

―

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

67,200 68,000 68,000 5,000

事業実施方法の
妥当性

高い

年４回税務レポート、実
務手引書等に出版

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

研究雑誌・図書等の発行への協力
年４回税務レポート、実

務手引書等に出版
年４回税務レポート、実

務手引書等に出版
年４回税務レポート、実

務手引書等に出版
年４回税務レポート、実

務手引書等に出版

本事業は税務職員を育成を補助するものであり、現在の実施方法の妥当性は高いものと考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
今後も同協会から提供される税に関する資料及び情報を日々の業務に活かすとともに、専門研修を受講することにより税務職員として必要な知識と技
能を習得し、公正・公平な税務行政を進めていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
今後も同協会から提供される税に関する資料及び情報を日々の業務に活かすとともに、専門研修を受講することにより税務職員として必要な知識と技
能を習得し、公正・公平な税務行政を進めていく。予算計上については、事業実施に係る必要最低限の予算計上を行っている。

高い 法改正や税務知識を習得するための情報収集のアイテムとして税務協会の情報誌や研修は必要不可欠であり有効性は高い。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

18,574,806 93.8% 111.0% 23,345,000 106.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

市政を運営する上で欠くことのできない個人市民税を賦課するために、地方税法等の規定に基づき、行政が行う必要があ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
事務処理に誤りがないよう確認作業を強化・徹底し、正確・適切な課税事務を進め、公正・公平な税務行政の確保を引き続き図っていく。東京都・税
務署・他市と緊密に情報交換を図ること及び専門研修等により、個人市民税賦課業務に必要な知識や技能を習得していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持  公正・公平な税務行政の確保を図り、経済状況や雇用情勢等を注視しながら、適切な予算計上を行う。

高い 的確・適正な賦課事務を行うことにより、安定した歳入を確保することができ、市財政の根幹となっている。

事業実施方法の
妥当性

高い

12,843,667,000

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

個人市民税歳入調定額（円） 11,716,868,712 12,255,265,009 12,334,742,708 207,303,292

当初予算額 増減額

18,135,292 19,809,000 21,987,000 1,358,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 納税義務者の所得等に応じた個人住民税の賦課決定を行い、市税の確保を図る。

事業対象 1月1日現在在住の市民
１月１日現在において、国分寺市内に住所を有する個人及び、国分寺市内に住所を有しないが、事務所・
事業所または家屋敷を有する個人に課税する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111400 個人市民税賦課事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

392,910 93.3% 97.6% 398,000 96.8%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

市政を運営する上で欠くことのできない法人市民税を賦課するために、地方税法等の規定に基づき、行政が行う必要があ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
事務処理に誤りがないよう確認作業を強化・徹底し、正確・適切な課税事務を進め、公正・公平な税務行政の確保を引き続き図っていく。今後も、東
京都・税務署・他市と緊密に情報交換を図ること及び専門研修等により、法人市民税賦課業務に必要な知識や技能を習得していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持  公正・公平な税務行政の確保を図り、経済状況や雇用情勢等を注視しながら、適切な予算計上を行う。

高い 的確・適正な賦課事務を行うことにより、安定した歳入を確保することができ、市財政の根幹となっている。

事業実施方法の
妥当性

高い

971,950,000

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

法人市民税歳入調定額（円） 831,123,300 908,695,500 489,332,400 314,479,600

当初予算額 増減額

377,450 421,000 411,000 ▲ 13,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市内に事務所等を有する法人に対し、法人市民税の賦課決定を行い、市税の確保を図る。

事業対象 市内に事務所等を有する法人
国分寺市内に、事務所又は事業所を有する法人、寮等を有する法人で市内に事務所又は事業所を有しない
もの、事務所又は事業所を有する法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるものなどの法
人に課税する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111500 法人市民税賦課事務事業 ―

97



事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

11,028,869 94.9% 94.4% 8,780,000 80.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

市政を運営する上で欠くことのできない固定資産税・都市計画税を賦課するための本事業は、アウトソーシングや協働、他
事業との統合等は困難であり、地方税法等の規定に基づき、行政が行う必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
公正・公平で、正確かつ適正な課税事務を進めるために、引き続き、東京都・税務署・他団体との情報交換や連携を図るとともに、専門研修等によ
り、固定資産税賦課業務に必要な知識や技能の習得・向上を図っていく。また、より正確な事務処理を行うため、確認作業の強化・徹底を図ってい
く。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
公正・公平で、正確かつ適正な課税事務を進めるために、東京都・税務署・他団体との情報交換や連携を図るとともに、専門研修等により、固定資産
税賦課業務に必要な知識や技能の習得・向上を図っていく。また、引き続きより正確な事務処理を行うため、確認作業の強化・徹底を図っていく。

高い
市内の土地・家屋・償却資産について、的確・適正な賦課事務を行うことにより、安定性ある歳入を確保することができ、
市財政の根幹となっている。

事業実施方法の
妥当性

高い

10,724,681,000

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

固定資産税・都市計画税調定額（円） 10,038,559,700 10,340,381,900 10,420,938,000 0

当初予算額 増減額

10,806,109 11,622,000 10,976,000 ▲ 2,196,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 固定資産税の賦課について、公正・公平で、正確かつ適正な賦課を行うことを目的とする。

事業対象 市内に固定資産を所有する者
１月１日現在において、市内の固定資産（土地・家屋・償却資産）について、評価基準に基づき評価額を
算出するとともに、固定資産税・都市計画税の税額を算定して、納税義務者に課税する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111600 固定資産税賦課事務事業 ―

98



事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

1,191,859 95.4% 118.2% 1,701,000 115.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

本事業は高度な個人情報を取扱うこと、また公正･公平な賦課が要求されることから、アウトソーシングや協働、他事業との
統合等は困難である。このため、地方税法等の規定に基づき、行政が行う必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 事務処理に誤りがないよう確認作業を一層徹底し、正確な課税事務を進め、公正・公平な税務行政の確保を引き続き図っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
事務処理に誤りがないよう確認作業を一層徹底し、正確な課税事務を進め、公正・公平な税務行政の確保を引き続き図っていく。予算計上について
は、事業実施に係る必要最低限の予算計上を行っている。

高い 地方税法や条例に則し公正･公平な賦課を行うとともに、納税義務者に課税根拠等を説明し理解を求めるために有効である。

事業実施方法の
妥当性

高い

85,200,700

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

種別割歳入調定額（円） 76,383,700 79,725,100 81,661,700 0

当初予算額 増減額

1,046,947 1,249,000 1,476,000 225,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 軽自動車等(原動機付自転車・軽自動車・二輪の小型自動車等）の所有者又は使用者及び取得者に課税する。

事業対象
軽自動車等の所有者又は使用者及
び取得者

４月１日現在の原動機付自転車・軽自動車・二輪の小型自動車等の所有者に軽自動車税種別割を課税す
る。 また、これらを取得したものには軽自動車税環境性能割を課税する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111700 軽自動車税賦課事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

2,076,847 93.6% 100.1% 2,171,000 97.7%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

証明の交付にあたっては多種多様な個人情報を扱い、また各税目に対する知識も必要であることからアウトソーシングや協
働、他事業との統合等は困難であり現状の実施方法が妥当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
税務関係証明書については、課税課窓口以外にも市民課サービスコーナーにおける交付のほか、郵送、電話予約受け取りサービス、個人番号カードを
活用したコンビニ交付を行っている。これらについて周知を図るとともに、引き続き迅速かつ正確な交付事務を実施していく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
税務関係証明書については、課税課窓口以外にも市民課サービスコーナーにおける交付のほか、郵送、電話予約受け取りサービス、個人番号カードを
活用したコンビニ交付を行っている。これらについて周知を図るとともに、引き続き迅速かつ正確な交付事務を実施していく。予算計上については、
新庁舎移転にあわせて市民課と足並みをそろえるべくキャッシュレスレジの費用を政策的経費で計上した。

高い
様々な目的(用途)で必要とされる税関係証明書の提供を、正確かつ迅速に、また多様な方法で行うことができるために有効
である。

事業実施方法の
妥当性

高い

9,119,500

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

証明書交付手数料（円） 10,234,400 10,426,600 5,805,100 3,902,400

当初予算額 増減額

1,885,540 2,219,000 2,221,000 ▲ 50,000

―
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 税関係証明書の交付を行うことにより申請者の利便性を図る。

事業対象 証明書申請者
税関係証明書の交付について、的確な交付事務を行うことにより申請者の利便性を図る。税関係証明書の
発行及び課内管理一般事務を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111800 税関係の証明等事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

42,159,700 99.5% 52.4% 23,713,000 106.8%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

土地の固定資産税・都市計画税を一括で課税するため、一時に大量の専門的作業が必要であり、専門知識を有する経験豊富
な事業者に委託することにより、効率的に業務を推進することができることから妥当性は高い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持 研修等によって必要な専門知識の習得及び評価能力の向上に努めるとともに、不動産鑑定士等と連携して、的確・適正な評価業務を行っていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
研修等によって必要な専門知識の習得及び評価能力の向上に努めるとともに、不動産鑑定士等と連携して的確・適正な評価業務行っていく。予算計上
については、事業実施に係る必要最低限の予算計上を行っている。

高い
用途地区・状況類似地域の見直し、標準宅地の見直し選定、価格形成要因調査等、困難性の高い業務を専門知識を有する経
験豊富な事業者に委託することにより、適正な評価を推進することができる。

事業実施方法の
妥当性

高い

289

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

市内の標準宅地の鑑定評価額を算出（箇
所）

289 289 － 289

当初予算額 増減額

22,062,700 42,368,000 22,202,000 1,511,000

―
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 適正な土地の評価額を算出するため、市内の標準宅地の鑑定評価額を算出する。

事業対象 国分寺市内の土地
３年毎に行う固定資産税（土地）の評価替えにおいて、適正な評価額を算出するため、標準宅地の鑑定評
価額をはじめ、路線価の価格形成要因調査等を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　課税課

事業番号 0111900 固定資産税評価替事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

72,718,339 93.1% 76.8% 60,000,000 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

　事務事業評価票 所管課 総務部　納税課

事業番号 0110800 税収払戻及び税還付加算金支払事務事業 ―

事業目的 市税の還付等を行うことにより納付の適正化を図るとともに、納税に対する円滑な徴収事務と税の公正化を期する。

事業対象 納税義務者及び法定相続人 市税の更正減、重複納付等により過誤納金が生じた場合、地方税法に基づいて還付等を行う。

34　財政運営
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額 当初予算額 増減額

75,816,561 78,147,000 60,000,000 0

事業実施方法の
妥当性

普通

─

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

還付（充当）件数 2,155 1,775 1,464 ─

アウトソーシングや協働等を視野に入れるような観点は無く、市税の賦課・徴収部門に属する市職員によって、専従的に行
われるべき行政行為である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
地方税法の規定に基づく市税の過誤納付金還付事務である。還付金の発生後、速やかに還付請求手続を進め、効率的に事務を実施している。今後も継
続して納付の適正化に向けて業務に取り組んでいく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 還付金の発生後、速やかに返還を実施することができるように、過去の実績値等から導き出される予算額を確保する必要がある。

高い 地方税法に基づいて行われる事業であり、市税納付の公正化、適正化を果たさなければならない目的がある。
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

105,300 99.3% 0.9% 1,000 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

アウトソーシングや協働等を視野に入れるような観点は無く、市税の賦課・徴収部門に属する市職員によって、専従的に行
われるべき行政行為である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
地方自治法の規定に基づく還付不能額相当額の補助事務である。補助支出の発生に伴い、早急に対応を図り効率的に実施する必要がある。事務事業の
特性から今後も継続し、税の公平かつ信頼性確保に向けて取り組んでいく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 当初予算時は事象発生に備えて科目を存置し、賦課更正によって返還すべき税額が確定した際は速やかに予算を措置することが必要になる。

高い
地方税法に基づく還付可能期間を超えた年度において発生する返還金に係る救済制度であり、市税納付の公正化、適正化を
果たさなければならない目的がある。

事業実施方法の
妥当性

普通

0

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

還付（充当）件数 2 2 0 1

当初予算額 増減額

200,000 106,000 1,000 0

34　財政運営
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 還付不能相当額を補助することにより納付の適正化を図るとともに、納税に対する円滑な徴収事務と市税の公正化を期する。

事業対象 納税義務者及び法定相続人
固定資産税及び都市計画税の更正減等により過誤納金が生じた場合、地方自治法第232条の２及び国分寺市
固定資産税及び都市計画税還付不能額相当額補助要綱に基づき、還付不能額に相当する額を補助する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　納税課

事業番号 0110860 税還付不能相当額返還事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

21,286,504 93.7% 94.8% 23,574,000 109.4%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

遠隔地に居住する滞納者への調査を除いて、アウトソーシングや協働等を視野に入れるような観点は無く、市税の賦課・徴収
部門に属する市職員によって、専従的に行われるべき行政行為である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

地方税法及び国分寺市市税賦課徴収条例の規定に基づく市税徴収事務である。地方税共通納税システムにおける対象税目・収納方法の拡大に向け、庁内
関係課・システム事業者との協議・調整により、適正な規格の地方税統一ＱＲコードの納税通知書への印字、ＱＲコード読込による収納データ受信環境
の構築等、令和５年４月からの運用開始に備えた。徴収については、現年課税分は、早期対応を心掛け、納期内納付が困難な方に対しては、分納相談な
ど柔軟な対応をとった。また滞納繰越分は、職員個々の業務水準向上を図るとともに、高額案件を含めた業務の進行管理に注力し、徴収への効果的な取
組を推進した。結果として、現年課税分・滞納繰越分ともに高い徴収率を維持しており、今後も引き続き納税秩序の維持に向け業務を進めていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持

市税の滞納処分執行にあたり、郵送にて行っている預貯金照会事務を電子サービス利用によりデジタル化し、滞納処分の早期着手を可能とすることによ
り、徴収率の維持・向上に繋げていく。
令和６年４月より施行となる森林環境税に係る納税証明書への表示、令和７年１月に稼働を予定する二輪車納税確認の電子化等、法改正に対応した運用
を図り、市民サービスレベルを確保していく。

高い
地方税法及び国分寺市市税賦課徴収条例の規定に基づく市税の徴収事務であり、税の公正化を確保するために、徴収率の維
持・向上を図る必要がある。

事業実施方法の
妥当性

普通

現年分：  99.5%
滞納分：  35.4%

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

徴収率
現年分：  99.7%
滞納分：  54.3%

現年分：  99.6%
滞納分：  49.5%

現年分：  55.3%
滞納分：  27.9%

現年分：  99.5%
滞納分：  45.0%

当初予算額 増減額

22,787,441 22,723,000 21,539,000 2,035,000

34　財政運営
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 市税の納付において、税の公正化を期するとともに徴収率の向上を図る。

事業対象 納税義務者及び法定相続人 現年課税分及び滞納繰越分の市税の徴収・管理を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　納税課

事業番号 0112100 収納事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

5,806,654 86.9% 86.6% 6,428,000 111.1%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

遠隔地に居住する滞納者への調査を除いて、アウトソーシングや協働等を視野に入れるような観点は無く、国民健康保険税の
賦課・徴収部門に属する市職員によって、専従的に行われるべき行政行為である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持

地方税法及び国分寺市国民健康保険条例の規定に基づく国民健康保険税徴収事務である。地方税共通納税システムにおける対象税目・収納方法の拡大に
向け、庁内関係課・システム事業者との協議・調整により、適正な規格の地方税統一ＱＲコードの納税通知書への印字、ＱＲコード読込による収納デー
タ受信環境の構築等、令和５年４月からの運用開始に備えた。徴収については、現年課税分は、早期対応を心掛け、納期内納付が困難な方に対しては、
分納相談など柔軟な対応をとった。また滞納繰越分は、職員個々の業務水準向上を図るとともに、高額案件を含めた業務の進行管理に注力し、徴収への
効果的な取組を推進した。結果として、現年課税分の徴収率は高い徴収率を維持しており、滞納繰越分は徴収率が向上しているため、今後も引き続き納
税秩序の維持に向け業務を進めていく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持
国民健康保険税の滞納処分執行にあたり、郵送にて行っている預貯金照会事務を電子サービス利用によりデジタル化し、滞納処分の早期着手を可能とす
ることにより、徴収率の維持・向上に繋げていく。
令和７年１月の基幹系システム標準化に対応するべく、各種帳票・データレイアウトを標準化仕様に整えていく。

高い
地方税法及び国分寺市国民健康保険条例の規定に基づく国民健康保険税の徴収事務であり、税の公正化を確保するために、徴
収率の維持・向上を図る必要がある。

事業実施方法の
妥当性

普通

現年分：95.7%
滞納分：34.8%

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

徴収率
現年分：97.4%
滞納分：34.5%

現年分：97.2%
滞納分：35.1%

現年分：38.6%
滞納分：19.9%

現年分：95.0%
滞納分：34.8%

当初予算額 増減額

6,493,224 6,683,000 5,785,000 643,000

34　財政運営
● ●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 国民健康保険税の納付において、税の公正化を期するとともに徴収率の向上を図る。

事業対象 納税義務者及び法定相続人 現年課税分及び滞納繰越分の国民健康保険税の徴収・管理を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　納税課

事業番号 0400500 徴収事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

20,330,542 82.3% 97.2% 24,000,000 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

アウトソーシングや協働等を視野に入れるような観点は無く、市税の賦課・徴収部門に属する市職員によって、専従的に行
われるべき行政行為である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
地方税法の規定に基づく国民健康保険税の過誤納付金還付事務である。還付金の発生後、速やかに還付請求手続を進め、効率的に事務を実施してい
る。今後も継続して納付の適正化に向けて業務に取り組んでいく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 還付金の発生後、速やかに返還を実施することができるように、過去の実績値等から導き出される予算額を確保する必要がある。

高い 地方税法に基づいて行われる事業であり、国民健康保険税納付の公正化、適正化を果たさなければならない目的がある。

事業実施方法の
妥当性

普通

―

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

還付（充当）件数 999 1,067 396 ―

当初予算額 増減額

23,871,049 24,694,000 24,000,000 0

34　財政運営
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 国民健康保険税の還付等を行うことにより納付の適正化を図るとともに、納税に対する円滑な徴収事務と税の公正化を期する。

事業対象 納税義務者及び法定相続人 国民健康保険税の更正減、重複納付等により過誤納金が生じた場合、地方税法に基づいて還付等を行う。

　事務事業評価票 所管課 総務部　納税課

事業番号 0403600 償還金及び還付金事務事業 ―
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事務事業 細事業

事業概要

市要綱 総合ビジョン 予算のみ

● ●

決算額 執行率 前年度比 当初予算額 前年度比

0 0.0% 100.0% 1,000 100.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の重要業績評価指標（ＫＰＩ）

アウトソーシングや協働等を視野に入れるような観点は無く、市税の賦課・徴収部門に属する市職員によって、専従的に行
われるべき行政行為である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次年度の実施方針と予算計上の考え方

令
和
４
年
度
決
算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の進め方（成果と課題）

現状維持
地方自治法の規定に基づく還付不能額相当額の補助事務である。補助支出の発生に伴い、早急に対応を図り効率的に実施する必要がある。事務事業の
特性から今後も継続し、税の公平かつ信頼性確保に向けて取り組んでいく。

令
和
６
年
度
予
算
編
成

                                                     　　　    現状分析

視点 現状分析 理由（根拠）

事業目的に対する
有効性

現状維持 当初予算時は事象発生に備えて科目を存置し、賦課更正によって返還すべき税額が確定した際は速やかに予算を措置することが必要になる。

高い
地方税法に基づく還付可能期間を超えた年度において発生する返還金に係る救済制度であり、国民健康保険税納付の公正
化、適正化を果たさなければならない目的がある。

事業実施方法の
妥当性

普通

0

指標名（単位） 令和３年度 令和４年度
令和５年度 令和６年度

上半期 下半期（見込み） 目標値

還付（充当）件数 6 0 0 ―

当初予算額 増減額

43,200 1,000 1,000 0

34　財政運営
●

事業費
（円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算額

事業根拠
法令等 市例規 その他計画 総合ビジョン

施策名

予算額

事業目的 還付不能額に相当する額を補助することにより納付の適正化を図るとともに、納税に対する円滑な徴収事務と国民健康保険税の公正化を期する。

事業対象 納税義務者及び法定相続人
国民健康保険税の更正減等により過誤納金が生じた場合、地方自治法第232条の２及び国分寺市国民健康保
険税還付不能額相当額補助要綱に基づき、還付不能額に相当する額を補助する。

　事務事業評価票 所管課 総務部　納税課

事業番号 0403650 税還付不能相当額返還事務事業 ―
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